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Ⅰ  伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

   １ 森林整備の現状と課題 

本市は、福岡県の北部に位置し、総面積は１,５９６ｈａで計画対象民有林は７１．６

０ｈａで総面積の５％である。そのうち人工林面積は０．９６ｈａであり、人工林率は

わずか１％である。 

本市の森林は、地域住民の生活に密着した里山が主であり、山地災害の防止機能の発

揮を通じて、地域住民に深く結びついてきたところであるが、近年、住民生活の向上や

価値観の多様化等を背景として、自然環境の保全や保健文化的な役割など多面的な機能

を持続的に発揮していくことができるように整備に努めることとする。 

一方、林業生産活動が行われる人工林については、０．９６ｈａに過ぎず、森林の施

業や経営は想定できない。このため、計画項目の「Ⅱ第６ 森林施業の共同化の促進に

関する事項」、「Ⅱ第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する

事項」については、該当がないものとする。 

【 地域に密着した里山林】
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２ 森林整備の基本方針 

（１） 地域の目指すべき森林資源の姿 

森林資源の状況、流域の自然的、社会経済的な特質、公益的機能の発揮に対する要

請、木材需要の動向等を総合的に勘案しつつ、森林の有する機能ごとに、その機能を高

度に発揮するために望ましい森林の姿を次のとおりとする。 

（２）森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

森林整備及び保全の推進に当たっては、森林の有する水源涵
かん

養、山地災害防止／土壌

保全機能の維持増進に配慮しつつ、快適環境形成、保健・レクリエーション、文化、生

物多様性などの多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、機能に応じた適正な森

林整備の実施により健全な森林資源の維持造成を推進することを基本とする。 

   ① 水源涵
かん

養機能 

   ② 山地災害防止機能 

     ／土壌保全機能 

   ③ 快適環境形成機能 

   ④ 保健・レクリエー 

ション機能 

⑤ 文化機能 

   ⑥ 生物多様性保全 

機能 

⑦ 木材等生産機能 

 下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄え

る隙間に富んだ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林で

あって、必要に応じて浸透を促進する施設等が整備されている

森林。 

 下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し

込み、下層植生とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持

する能力に優れた森林であって、必要に応じて山地災害を防ぐ

施設が整備されている森林。 

 樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮蔽能力や汚染物質の

吸着能力が高く、諸被害に対する抵抗性が高い森林。 

 身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、

多様な樹種等からなり、住民等に憩いと学びの場を提供してい

る森林であって、必要に応じて保健・教育活動に適した施設が

整備されている森林。 

 史跡・名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風

致を構成している森林であって、必要に応じて文化活動に適し

た施設が整備されている森林。 

 原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸

域・水域にまたがり特有の生物が生育・生息する渓畔林。 

林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良

好な樹木により構成され成長量が高い森林であって、林道等の

基盤施設が適切に整備されている森林 
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   ① 「水源涵
かん

養機能森林」の森林整備の基本的な考え方 

    主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林並びに地域の用水源として重要なた

め池、湧水地及び渓流等の周辺に存する森林は、水源涵
かん

養の維持増進を図る森林とし

て整備及び保全を推進することとする。 

     具体的には、良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促進し

つつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とするとともに、伐採に伴って発

生する裸地については、縮小及び分散を図ることとする。 

また、立地条件や地域住民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進するこ

ととする。 

   ② 「山地災害防止機能／土壌保全機能森林」の森林整備の基本的な考え方 

山腹崩壊等により人命・人家等施設に被害を及ぼすおそれがある森林など、土砂の

流出、土砂の崩壊の防備その他山地災害の防備を図る必要のある森林は、山地災害防

止機能／土壌保全機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進することとす

る。 

具体的には、災害に強い国土を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮した

上で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進することとする。 

また、立地条件や県民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進することと

する。 

集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、土砂の流出防備

等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管理を推進するととも

に、渓岸の侵食防止や山脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止や土留等の施設

の設置を推進することを基本とする。 

③ 「快適環境形成機能森林」の森林整備及び保全の基本方針 

 地域住民の日常生活に密接な関わりを持つ里山等であって、騒音や粉塵等の影響を

緩和する森林及び森林の所在する位置、気象条件等からみて風害、霧害等の気象災害

を防止する効果が高い森林は、快適環境形成機能の維持増進を図る森林として整備及

び保全を推進することとする。 

     具体的には、地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防備や大気

の浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性を増進する施業や

適切な保育・間伐等を推進することとする。 

   ④ 「保健・レクリエーション機能森林」の森林整備及び保全の基本方針 

観光的に魅力ある高原、渓谷等の自然景観や植物群落を有する森林、キャンプ場や

森林公園等の施設を伴う森林など、国民の保健・教育的利用等に適した森林は、保
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健・レクリエーション機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進すること

とする。 

具体的には、市民に憩いと学びの場を提供する観点から、立地条件や市民のニーズ

等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進することとする。 

⑤ 「文化機能森林」の森林整備及び保全の基本方針 

史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観等を形成する

森林は、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点から、文化機能の維持増進を

図る森林として整備及び保全を推進することとする。 

具体的には、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進することとする。 

 ⑥ 「生物多様性保全機能森林」の森林整備及び保全の基本方針 

全ての森林は多様な生物の生育・生息の場として生物多様性の保全に寄与してい

る。このことを踏まえ、森林生態系の不確実性を踏まえた順応的管理の考え方に基づ

き、時間軸を通して適度な攪乱により常に変化しながらも、一定の広がりにおいてそ

の土地固有の自然条件・立地条件に適した様々な生育段階や樹種から構成される森林

がバランス良く配置されていることを目指すものとする。 

とりわけ、原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域に

またがり特有の生物が生育・生息する渓畔林などの属地的に機能の発揮が求められる

森林については、生物多様性保全機能の維持増進を図る森林として保全することとす

る。また、野生生物のための回廊の確保にも配慮した適切な保全を推進することとす

る。 

⑦ 「木材等生産機能森林」の森林整備及び保全の基本方針 

林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林は、木材等生産機能の

維持増進を図る森林として整備を推進することとする。具体的には、木材等の林産物

を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、森林の健全性を確保し、木材需要

に応じた樹種、径級の林木を生育させるための適切な造林、保育及び間伐等を推進す

ることを基本とする。この場合、施業の集団化や機械化を通じた効率的な整備を推進

することを基本とする。 

   ３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

     県、市、森林所有者及び森林組合等が相互に連絡を密にすることや、関係者が一体と

なって森林施業の共同化、林業後継者の育成を計画的かつ組織的に取り組み、森林施業

の合理化を推進することとする。 
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Ⅱ  森林の整備に関する事項 

  第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

                                 単位：年 

地 域 

樹              種 

スギ ヒノキ マツ 
ｽﾗｯｼｭﾏﾂ

ﾃｰﾀﾞﾏﾂ 

そ の 他

針葉樹 
クヌギ 

ザツ・その

他広葉樹

ア カ シ

ア類 

中間市 ３５ ４０ ３０ ２０ ３０ １０ １５ ８ 

注） 標準伐期齢は、地域を通じた立木の伐採（主伐）の時期に関する指標として森林施業、

制限林の伐採規制等に用いられるものであり、標準伐期齢に達した森林の伐採を促す

ためのものではない。また、特定苗木等が調達可能な地域では、その特性に対応した標

準伐期齢の設定を検討するよう努めるものとする。 

   ２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

森林の立木竹の伐採に当たっては、「第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する

事項」で定められる公益的機能別施業森林の区分に応じた適切な林齢、伐採方法（皆伐、

択伐）、伐採面積、集材方法において計画的かつ効率的な伐採を推進することとする。加

えて保安林については、その保安林に定める指定施業要件に従い伐採することとする。 

立木竹の伐採のうち主伐については、更新（伐採跡地（伐採により生じた無立木地）

が、再び立木地となること）を伴う伐採により行うものとする。 

主伐に当たっては、森林の有する公益的機能の発揮と森林生産力の維持増進に配慮し

て行うこととし、伐採跡地が連続することがないよう、伐採跡地間には少なくとも周辺

森林の成木の樹高程度の幅を確保すること等を旨として、立地条件、地域における既往

の施業体系、樹種の特性、木材需要構造、森林資源の構成等を勘案して伐採範囲を定め

るものとする。 

また、伐採後の適確な更新を確保するため、あらかじめ適切な更新の方法を定め、

その方法を勘案して伐採を行うこととする。特に、伐採後の更新を天然更新による場

合には、天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実等に配慮することとする。な

お、自然条件が劣悪なため、更新を確保するため伐採の方法を特定する必要がある森

林における伐採の方法については、択伐等適確な更新に配慮したものとする。 

さらに、林地の保全、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止、風致の維持並び

に渓流周辺及び尾根筋等の森林における生物多様性の保全等のため必要がある場合に

は、所要の保護樹帯を設置することとする。 

この他、「主伐時における伐採・搬出指針」（令和３年３月16日付け２林整整第

1157号林野庁長官通知）を踏まえた方法により実施するものとする。 
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なお、集材に当たっては、林地の保全等を図るため、地域森林計画第４の１（２）

で定める「森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する必要のある森林及び

その搬出方法」に適合したものとするとともに、「主伐時における伐採・搬出指針の

制定について」（令和３年３月16日付け２林整整第1157号林野庁長官通知）を踏ま

え、現地に適した方法により行うものとする。 

    ア 皆伐 

皆伐については、主伐のうち択伐以外のものとする。 

皆伐に当たっては、気候、地形、土壌等の自然的条件及び公益的機能の確保の必要

性を踏まえ、適切な伐採区域の形状、一か所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域の

モザイク的配置に配慮するとともに、伐採跡地が連続して５ｈａを超えないものであ

ることとし、適確な更新を図ることとする。 

イ 択伐 

択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する方

法であって、単木・帯状又は樹群を単位として、伐採区域全体ではおおむね均等な割

合で行い、伐採率は材積率で30％以下（伐採後の造林が植栽による場合は40％以下）

とする。 

択伐に当たっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な林分構造

となるよう、一定の立木材積を維持するものとし、適切な伐採率によることとする。 

３ その他必要な事項 

    ア 主伐時期の目安 

収穫期に達した人工林は、森林の世代サイクルを回復させるため、下記の目安及び

各林分の成長量や生産目標等を勘案したうえで計画的に主伐を推進することとする。 

 県の標準的施業モデルによる試算では、一般材生産の場合について、スギはおおむ

ね５５年生以上、ヒノキはおおむね５０年生以上で、森林整備の継続を経済面で支え

ることが期待できることから、この林齢を主伐時期の目安として定めるものとする。 

 目安       

樹種 林齢 生産目標 
期待胸高直径

（㎝） 

期待樹高 

（ｍ） 

スギ ５５年生以上 一般材生産 ３１ ２３ 

ヒノキ ５０年生以上 一般材生産 ２２～２５ １７ 

※標準的な成長量及び立地での、標準的施業モデルによる試算での目安であることに留意する。

条件によっては主伐時期が前後する場合もある。 
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イ 被害木である等の理由により伐採を促進すべき林分の指針 

 制限林や特用林及び自家用林、試験研究の目的に供している森林以外で、風害等の気

象災、病虫害等の被害を受けているもの又は受けやすいもので成長量が著しく低下し

た林分とすることとする。 

    ウ その他必要な事項 

伐採跡地の林地残材及び枝葉等については積極的な活用を図り、またその整理につい

ては、土砂災害等の発生源とならないよう留意することとする。 

第２ 造林に関する事項 

   １ 人工造林に関する事項 

（１） 人工造林の対象樹種 

区  分 樹  種  名 備  考 

人工造林の

対象樹種 

スギ・ヒノキ・クヌギ・マツ・ケヤキ・その他

広葉樹 

注）定められた樹種以外の樹種を植裁しようとする場合は、林業普及指導員又は市町

村担当課と相談の上、適切な樹種を選択することとする。 

なお、苗木の選定にあたっては、成長に優れたエリートツリー等や小花粉スギ等

の花粉症対策に資する苗木の確保を図るため、その増加に努めることとする。 

（２） 人工造林の標準的な方法 

ア 人工造林の標準的な方法 

樹  種 植栽本数 

ス  ギ １，５００～３，０００本/ha 

ヒ ノ キ １，５００～３，５００本/ha 

ク ヌ ギ ２，０００本/ha 以上 

その他広葉樹等 ３，０００本/ha 程度 

注）その他広葉樹等のうちセンダンについては、林業改良普及員等とも相談の上、

既住の研究成果に基づき必要な保育施業を行い、森林の公益的機能の発揮が十分

期待される場合に限り、４００本/ha を下限とすることができる。  

複層林化を図る場合の樹下植栽については、標準的な植栽本数に下層木以外の

立木の伐採率（材積による率）を乗じた本数以上を植栽する。 

また、定められた標準的な植栽の本数によらない範囲で植栽しようとする場合

は、林業普及指導員又は市町村担当課と相談の上、適切な植栽本数を決定するこ

ととする。 



8 

 イ その他人工造林の方法 

区   分 標 準 的 な 方 法 

地拵えの方法 雑草木を刈り払い、伐採木の枝条や刈り払った雑草木を斜面に一定間

隔で整理する。 

なお、造林コストの縮減にもつながることから、主伐と造林の一体的

な計画を進め、主伐作業と一体的な地拵えを積極的に実現するものとす

る。 

植付けの方法 苗木の根が十分入る程度の大きさの植え穴を掘り、根をよく広げて埋め

戻し、土と根が密着するように踏み固めて、丁寧に植裁する。 

植裁の時期 乾燥等気象条件を十分に考慮し、２月～４月の間に植裁を行うものとす

る。なお、コンテナ苗については、寒冷地の冬季を除き、上記植栽時期

以外でも高い活着率が見込めるが、適地・適時期・適苗種に十分注意す

ること。 

（３） 伐採跡地の人工造林をすべき期間 

森林資源の造成とともに林地の荒廃を防止するため、皆伐による伐採跡地で人工造林

により更新を図るものについては、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起

算して、２年以内に更新するものとする。 

ただし、択伐による伐採については、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日か

ら起算して５年以内に更新するものとする。 

保安林については、その保安林に定める指定施業要件に従い植裁すること。 

   ２ 天然更新に関する事項 

 気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等から、主に天然力の活用により適

確な更新が図られる場合は天然更新とする。 

（１） 天然更新の対象樹種 

    天然更新の対象樹種は、適地適木を主として、前生樹の生育状況や母樹の存在等の

森林の現況、立地条件、周辺環境等を勘案し、針葉樹、ブナ科、ニレ科等の広葉樹及

び先駆性樹種のうち中高木性の樹種であって、将来の森林の林冠を構成するもの、又

は、遷移過程において中高木になりうる樹種とし、「福岡県天然更新完了判断基準」

で定める樹種とする。このうち、ぼう芽による更新が可能な樹種は、コナラ、イヌブ

ナ、ブナ、クリ、カスミザクラ、イタヤカエデ、イヌシデ、オオモミジ、アカシデ、

ホオノキ、ミズナラ等である。 
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（２） 天然更新の標準的な方法 

天然更新に当たって、天然下種更新による場合は、それぞれの森林の状況に応じ

て、地表処理、刈出し、植込み等の天然更新補助作業を行うこととし、ぼう芽更新に

よる場合には、ぼう芽の発生状況等を考慮し、芽かき又は植込みを行うこととする。 

ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数 

天然更新対象樹種の期待成立本数及び更新すべき本数 

期待成立本数（本/ha） 更新すべき本数（本/ha） 

１０，０００本 ３，０００本 

イ 天然更新補助作業の標準的な方法 

区分 標準的な方法 

地表処理 ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されて

いる箇所において、かき起こし、枝条整理等を行う。 

刈出し ササなどの下層植生により天然稚樹の阻害されている箇

所については、ササなどを刈り取る。 

植込み 天然稚樹の生育状況等を勘案し、天然更新の不十分な箇所

に必要な本数を植栽する。 

芽かき ぼう芽更新の際に発生する、ぼう芽枝の本数が多くなりす

ぎないように、ぼう芽が適正本数になった以降に発生した

芽を摘み取る。 

  ウ その他天然更新の方法 

天然更新の完了確認については、「福岡県天然更新完了判断基準」で定める調査

方法による現地調査を行うものとし、更新が完了していないと判断される場合は、植

込み等の作業を行って更新の確保を図るものとする。 

（３） 伐採跡地の天然更新をすべき期間 

天然更新によるものは、早期に更新を図るものとし、伐採が終了した日を含む年度の

翌年度の初日から起算して５年以内に更新するものとする。 

なお、５年後において適確な更新がなされない場合には、その後２年以内に植栽によ

り更新するものとする。 
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３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する事項 

（１）植栽によらなければ適格な更新が困難な森林の基準 

以下の条件に１つ以上該当する場合は、植栽によらなければ適確な更新が困難

な森林とする 

下層植生が少なく表土が流失した森林 

病害虫の発生箇所や岩石地等、天然下種及びぼう芽による方法では、適確な更新が

確保できない森林 

（２）植栽によらなければ的確な更新が困難な森林の所在 

森 林 の 区 域 備 考 

該当なし  

 以下の場合は、植栽によらなければ適確な更新は困難となる可能性があることか

ら、天然更新を行う場合は、現地状況に十分注意すること。 

植栽によらなければ適確な更新が困難となる可能性のある森林の条件 

以下の条件に 1つ以上該当する場合は、植栽によらなければ適確な更新が

困難となる可能性がある。 

隣接広葉樹からの距離が１００ｍ以上離れている森林 

林齢４０年生未満の森林 

放置竹林と隣接する森林 

４ 森林法第 10 条の 9第 4項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の 

基準 

（１） 造林の対象樹種 

    ア 人工造林の場合 

     スギ・ヒノキ・クヌギ・マツ・ケヤキ等広葉樹 

    イ 天然更新の場合 

     「福岡県天然更新完了判断基準」で定める樹種 

（２） 生育し得る最大の立木の本数 

 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林以外の、伐採跡地における植栽本数の

基準として、天然更新対象樹種が５年生時点で生育し得る最大の立木の本数を     

１０，０００本/ha と定める。 
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 なお、造林する場合は、樹高が草丈を超えている（双方の差が２００cm 以上または

草丈の２倍以上の樹高）更新対象樹種を、この本数の１０分の３を乗じた本数以上成

立させること。 

５ その他必要な事項 

作業道での重機による踏み固めや表面浸食は、種子の発芽を妨げるほか、種子その

ものの流出をもたらすため、天然更新を行う場合には、路網の配置や密度に十分に配

慮するものとする。 

第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育 

の基準 

   １ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

     間伐とは、樹冠疎密度が 10 分の 8以上にうっ閉した森林において行い、材積率で伐

採率が 35％以下であり、かつ、伐採年度の翌伐採年度の初日から起算しておおむね５

年後において樹冠疎密度が 10 分の 8以上に回復することが確実であると認められる範

囲内で行うものとする。 
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間伐の標準的な方法 

樹種 
植栽本数 

(本/ha) 

間 伐 時 期 

（見込み林齢） 

間伐の方法等 
１ 

回 

目 

(除伐)

２ 

回 

目 

３ 

回 

目 

４ 

回 

目 

５ 

回 

目 

６ 

回 

目 

７ 

回

目 

ス ギ 

1,500 本 － 35 50 65 80 間伐木の選定は、林分構

成の適正化を図るよう、

形成不良木等に偏るこ

となく行うこととする。

間伐の間隔は、標準伐

期齢に達しない森林に

ついては 10 年に１回、

標準伐期齢以上の森林

については 15 年に１回

を標準とし、現地の状況

を勘案して判断するこ

ととする。

2,000 本 － 22 35 50 65 80

2,500 本 － 16 25 35 50 65 80

3,000 本 (12) 17 24 35 50 65 80

ヒノキ 

1,500 本

－ 18 27 38 49 60 802,000 本

2,500 本

3,000 本

(13) 18 27 38 49 60 80
3,500 本

※間伐時期（見込み林齢）における樹高等については、遠賀川地域森林計画書（附）参考資料 ６

その他（１）「施業方法別の施業体系」を標準とする。 

注 1）保安林にあっては、保安林の指定施業要件として定められた間伐率の範囲内で行うこと。 

注 2）１回目（除伐）の欄は、除伐作業に併せて本数調整を行う場合の見込み林齢を記載。 
注 3）※については、除伐は行うが、本数調整は行わない。 

※

※
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   ２ 保育の種類別の標準的な方法 

保育の

種 類 
樹種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 標準的な方

法 

備

考 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

下刈り 

ス ギ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1      
 植裁木が

下草より抜

け出るまで

行う。実施

時期は、６

～８月の間

に行う。 

ヒノキ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1      

クヌギ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1      

つる切り

スギ     2 

 下刈り終

了後、つる

の繁茂状況

に応じて行

う。実施時

期は、６～

８月の間に

行う。 

ヒノキ     2 

クヌギ     2 

除伐 

スギ     1 

成長を阻

害又は阻害

が予想され

る侵入木や

形成不良木

を 除 去 す

る。 

ヒノキ     1 

クヌギ     1 

 ３ その他必要な事項 

     局所的な森林の生育状況の差異を踏まえ、間伐及び保育の標準的な方法では十分に

目的を達成できないと見込まれる森林については、生育状況等を考慮し間伐及び保育

の方法を決定するものとする。 
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   第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

   １ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

     公益的機能別施業森林は、水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進

すべき森林、土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全機能の維持増進を図るための

森林施業を推進すべき森林、快適な環境の形成機能の維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林ならびに保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき

森林の４区分に区域を定める。 

     区域内において機能が重複する場合は、それぞれの機能の発揮に支障のないように森

林施業の方法を定める。 

     なお、本市は森林が小規模に散財していることから、土地に関する災害の防止機能及

び土壌の保全機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林以外の区域の設

定はしない。 

（１） 水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

【水源涵
かん

養機能維持増進森林】 

   該当なし 

（２） 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能又は保

健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林その他水源涵
かん

養

機能維持増進森林以外の森林 

①【山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林】 

ア 区域の設定 

  当該森林の区域を別表１のとおり定める。 

イ 施業の方法 

     ①の公益的機能の維持促進を特に図るべき森林については、適切な伐区の形状・配置

等により、伐採後の林分においてこれらの機能の確保ができることから、長伐期施業

（標準伐期齢のおおむね２倍以上）を推進すべき森林とし、伐採に伴う裸地の縮小及び

分散を図る（伐採後の更新未完了の面積が連続して 5ha を超えないこととする）。 

     当該施業を行う森林の区域を別表２のとおり定める。 
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長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限             単位：年 

区域 

樹       種 

スギ ヒノキ マツ 
ｽﾗｯｼｭﾏﾂ 

ﾃｰﾀﾞﾏﾂ 

その他

針葉樹 
クヌギ 

ザツ・その 

他広葉樹 

アカシア類 

中間市 70 80 60 40 60 20 30 18

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当該

区域内における施業の方法 

     【木材生産機能維持増進森林】 

 該当なし 

   ３ その他必要な事項 

     クヌギやコナラなどを薪炭材やほだ木として利用する場合は、伐採適齢期で伐採で

きるものとする。ただし、森林の公益的機能の発揮に支障をきたさないよう早期に更新

を図るものとする。 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

   １ 森林経営管理制度の活用に関する事項 

     本市は、人工林率がわずか１％であり、また人工林についても１ha 未満のため、林

業経営を行う森林所有者もいないが、今後森林の経営管理（自然的経済的社会諸条件に

応じた適切な経営又は管理を維持的に行うことをいう。）を森林所有者自らが実行でき

ない場合を想定し、市が経営管理の委託を受け、再委託や自ら経営管理を実施する森林

経営管理制度の活用も検討していくこととする。 

第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項 

     該当なし 

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

     該当なし 

第８ その他必要な事項 

     特になし
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Ⅲ  森林の保護に関する事項 

第１ 鳥獣害の防止に関する事項 

   １ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

   （１）区域の設定 

      鳥獣害防止森林区域を下表のとおりとする。 

対象鳥獣の種類 森林の区域 面積（ｈａ） 

ニホンジカ 該当なし       ― 

   （２）鳥獣害の防止の方法 

      （１）における鳥獣害防止森林区域の設定がないため、該当なし 

２ その他必要な事項 

     鳥獣害防止の方法の実施状況確認は現地調査や森林所有者等からの情報収集にて行

う。 

第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項 

    １ 森林病害虫等の駆除及び予防の方法 

（１） 森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法 

病害虫等による被害の早期発見及び早期駆除に努める。 

 森林病害虫のまん延のために緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合は、伐採を促

進することとする。 

（２） その他 

 本市、農林事務所、森林組合、森林所有者等が連携し、被害対策や被害監視、

防除実行を行い、早期発見及び早期駆除に努める。 

２ 鳥獣害対策の方法（第１に掲げる事項を除く。） 

イノシシによる森林被害については、防護柵の設置等により被害対策を図る。 

 また、第１における鳥害獣防止森林区域の設定はないが周辺市町村においてニホ

ンジカの目的がされていることから、ニホンジカの被害が発生した場合は、被害

の動向等を踏まえ防除や駆除対策を図ることとする。 

   ３ 林野火災の予防の方法 

      山火事等の森林被害を未然に防止するため、林内歩道等の整備を図りつつ、森林巡

視、山火事警防等を適時適切に実施する。 
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   ４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

     造林のための地ごしらえ、開墾準備、焼畑、森林病害虫のために火入れを行う場合は、

市長の許可を必要として、火入れを行う周囲１Kｍの森林所有者及び管理者に通知する

ものとする。また、火入れを行う際は、周囲の現況、防火の設備の計画、気象状況を勘

案し、周囲に延焼のおそれのないように行うこととする。 

   ５ その他必要な事項 

（１） 病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき森林 

       該当なし 

（２） その他 

森林所有者等による森林の巡視を通じて、林野火災、風水害、病虫害、獣害、

その他の災害及び森林の汚染等の早期発見あるいは開発行為、施設の破損等の発

見に努める。 

Ⅳ  森林の保健機能の増進に関する事項 

   １ 保健機能森林の区域 

       該当なし 

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関す

る事項 

       該当なし 

   ３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

森林保健施設の整備     

該当なし 

４ その他必要な事項 

     特になし 
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Ⅴ  その他森林の整備のために必要な事項  

   １ 森林経営計画の作成に関する事項 

        本市の人工林は、わずかに０．９６ha しかないことから、まとまりをもって施業

や経営を行うための森林計画の作成は想定されない。 

２ 生活環境の整備に関する事項 

    該当なし 

   ３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

         該当なし  

４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

該当なし 

   ５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

（１） 地域住民参加による取り組みに関する事項 

特になし 

（２） 上下流連携による取り組みに関する事項 

   特になし 

（３） その他 

    特になし 

   ６ その他必要な事項 

保安林その他法令により施業の制限を受けている森林においては当該制限に従って

施業を実施することとする。 
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【別表１】 

区分 森林の区域 面積（ha） 

水源の涵養
かんよう

の機能の維持増進を図るための

森林施業を推進すべき森林 

【水源涵養
かんよう

機能維持増進森林】 

該当なし 0 

土地に関する災害の防止及び土壌の保全の

機能の維持増進を図るための森林施業を推

進すべき森林 

【山地災害防止／土壌保全機能維持増進森

林】 

１林班 42～50、74～78、 

    80～101、107 

２林班 6、13、24～46、 

    108、111、 

    114～120 

16.49 

快適な環境の形成の機能の維持増進を図る

ための森林施業を推進すべき森林 

【快適環境形成機能維持増進森林】 

 該当なし 0 

保健文化機能の維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林 

【保健文化機能維持増進森林】 

該当なし 

0 

生物多様性保全 該当なし 0 

保健文化機能維持増進

森林    小 計 
該当なし 0 

その他の公益的機能の維持増進を図るため

の森林施業を推進すべき森林 

 該当なし  

0 

木材の生産機能の維持増進を図るための森

林施業を推進すべき森林 

【木材生産機能維持増進森林】 

該当なし 

該当なし 

0 

0 うち、特に効率的な森林 

施業が可能な森林 
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【別表２】 

施業の方法 森林の区域 
面積

（ha） 

伐期の延長を推進すべき森林 該当なし 0

長伐期施業を推進すべき森林 1 林班 42～50、 

    74～78、

80～101、

107 

2 林班 6、13、24

～ 46 、

108、111、

114～120 

16.49

複層林施業を推進すべき森林 複層林施業を推進すべき

森林（択伐によるものを

除く） 

該当なし 0

択伐による複層林施業を

推進すべき森林 該当なし 0

特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進すべき森林  

該当なし 0



２　参考資料

（１）　人口及び就業構造

　　①　年齢層別人口動態

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

実数 44,161 20,387 23,774 5,122 2,597 2,525 6,125 3,026 3,099 7,257 3,516 3,741 12,533 5,812 6,721 13,124 5,436 7,688
(109.4)

41,690 19,371 22,425 4,616 2,380 2,236 5,301 2,681 2,620 6,792 3,354 3,438 10,396 4,869 5,527 14,585 6,027 8,558
(103.3)

(人) 40,362 18,961 21,401 4,405 2,297 2,108 5,003 2,672 2,331 5,973 3,010 2,963 9,607 4,527 5,080 15,106 6,266 8,840
(100.0)

構成比 H22年 100.0 46.2 53.8 11.6 5.9 5.7 13.9 6.9 7.0 16.4 8.0 8.5 28.4 13.2 15.2 29.7 12.3 17.4

H27年 100.0 46.5 53.8 11.1 5.7 5.4 12.7 6.4 6.3 16.3 8.0 8.2 24.9 11.7 13.3 35.0 14.5 20.5

（％） R2 年 100.0 47.0 53.0 10.9 5.7 5.2 12.4 6.6 5.8 14.8 7.5 7.3 23.8 11.2 12.6 37.4 15.5 21.9

（注）１．資料は国勢調査とする。 総数には年齢不詳者を含むため、各年齢層の合計は総数に一致しない。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

　　　３．総数の計の（　　　）内には各年次の比率を記入する。

　　②　産業部門別就業者数等

実数 H17年 19,383

H22年 17,659

(人) H27年 17070

構成比 H17年 100.0

H22年 100.0

（％） H27年 100.0

（注）１．資料は国勢調査とする。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

（２）　土地利用

総土地

面 積
果樹
園
茶園 桑園

実数 H22年 1,568 289 264 25 96 89 7 1,183

H27年 1,596 314 305 8 1 89 81 8 1,193

（ｈａ） R2年 1,596 274 262 12 81 81 1241

構成比 100.0 18% 17% 2%  6% 5.7% 0.4% 75%

100.0 20% 19% 1% 0% 6% 5.1% 0.5% 75%

（％） 100.0 17% 16% 1%  5% 5.1%  78%

（注）１．資料は農林業センサスとする。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

　　　３．「林野面積」について調査が行われない年次については空欄とする。

　　　４．「草地面積」は、「永久牧草地」「採草地」「放牧地」の計を記入する。ただし、「山林のうち採草地、放牧地」は除く。

　　　５．構成比は、空欄のない最近年次について算出する。

667

475

1.4%

3.8%

2.8%

年 次

計
森
林

原
野

林 野 面 積耕 地 面 積

樹 園 地

畑計 田

草
地
面
積

年次

総数年次

総 数

第１次産業

６ ５ 歳 以 上０ ～ １ ４ 歳 １ ５ ～ ２ ９歳 ３ ０～ ４ ４ 歳

152

林業

3 0

漁業 小計

分類不能

271

0.8%

5

0.0%

144

４ ５ ～ ６ ４ 歳

135

農業

4 1

149

130

152

0.8%

3

0.0% 65.2%

66.2%

0.7%

0.8%

0.0%

0.0% 0.0%

30.2%

30.2%

0.0%0.8%

0.9%

12,633

11,517

11,292

0.0% 65.2%

H22年

H27年

R2 年

そ
の
他
面
積

0.0%

うち木材・木
製品製造業

第３次産業第２次産業

32.2% 0.0%

6,237

5,340

5,151



（３）　森林転用面積

ゴルフ 場 ・

レ ジ ャ ー

用 地

ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ ｈａ

平成23年 2.48 2.23 0 0.09 0.16

平成28年 1.17 0.40 0 0.45 0.32

令和３年 0.93 0.24 0.03 0 0.66

（注）１．地域森林計画の資料（森林資源構成表）を参考として記入する。

　　　２．年次は公表されている最近３回の調査年次とする。

（４）　森林資源の現況等

　①　保有者形態別森林面積

面 積 （ A ） 比 率 計 人 工 林 (B) 天 然 林

ｈａ ％ ｈａ ｈａ ｈａ

71.60 100 55.83 0.96 54.87 1.34%

0 0 0 0 0

9.27 12.95% 8.44 0 8.44 0

0.85 1.19% 0.52 0 0.52 0

8.42 11.76% 7.92 0 7.92 0

0 0.00% 0 0 0 0

62.33 87.05% 47.39 0.96 46.43 1.54%

　　　３．私有林には、社寺有林、組合有林、造林公社造林地、入会林野を含める。

　②　在（市町村）者・不在（市町村）者別私有林面積

計 県 内 県 外

実 数 H23年 18.6 7.1 11.5

H28年 26.8 10.9 15.9

ｈａ R3年 26.13 15.4 10.73

構 成 比 H23年 （　100　） 38.2% 61.8%

H28年 （　100　） 40.7% 59.3%

％ R3年 （　100　） 58.9% 41.1%
（注）１．地域森林計画の資料（森林資源構成表）を参考として記入する。
　　　２．年次は公表されている最近３回の調査年次とする。
　　　３．構成比（　　）は、不在（市町村）者の森林所有者面積の県内、県外比率とする。

68.1%

59.9%

58.1%

農 用 地 道 路 地

40

36.2

都 道 府 県 有 林

40

年 次 総 数

住宅・別荘・
工場等建物
敷地及びそ
の付帯施設

国 有 林

総 数

保 有 形 態

100

100

100

58.7

66.8

62.33

人工林率
（B/A)

（注）１．国有林については森林管理局の資料により、民有林については地域森林計画の市町村別森林資源表及び
　　　　　都道府県の林業統計書等をもとに推計して記入する。

　　　２．官行造林地は「国有林」欄に、県行造林地等は「都道府県有林」欄に（）書きで内数として記載するとともに、
　　　　　部分林及び分収林は造林者が保有しているものとして記入する等実質的な経営主体により区分して記入
　　　　　する。学校林は市町村有林とする。

総 面 積 立 木 地

年 次 私 有 林 合 計
在 （ 市 町 村 ） 者

所 有 面 積

市 町 村 有 林

財 産 区 有 林

不 在 （ 市 町 村 ） 者 の 森 林 所 有 面 積

公 有 林

私 有 林

計



　③　民有林の齢級別面積 単位　面積：ｈａ

総数

11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 以 上

民有林計 55.83 0.05 0.17 0.45 0.59 0.06 0.22 2.42 0.02 7.03 1.97 42.85

人 工林計 0.96 0.02 0.94

ス ギ 0.32 0.32

ヒ ノ キ 0.64 0.02 0.62

そ の 他

天然林計 54.87 0.05 0.15 0.45 0.59 0.06 0.22 2.42 0.02 7.03 1.97 41.91

（ 備 考 ）

１．地域森林計画書（森林資源構成表）より。

　④　保有山林面積規模別林家数

林家数

178

9

1

188

地域森林計画書（森林資源構成表_保有規模別・所有形態別の個人、共有、部落有）より。

　⑤　作業路網の状況

　　　　　（ア）　基幹路網の現況

備考

　　　　　（イ）  細部路網の現況

備考

（５）　計画期間内において間伐を実施する必要があると認められる森林の所在

齢級

（注）１．過去の施業履歴等を勘案し、記載するものとする。

（注）２．森林の所在は林小班等により表示する。

総　　　　　数

　５０～１００ｈａ

区 分

う ち
林業専用道

基 幹 路 網

路 線 数

0

-0

面積規模

１０～２０ｈａ

２０～３０ｈａ

３０～５０ｈａ

１００～５００ｈａ

５００ｈａ以上

　　～　１ｈａ

　１～　５ｈａ

　５～１０ｈａ

樹種 森林の所在

該当なし

区 分

森 林 作 業 道

路 線 数 延長（ｋｍ）

-

齢級

延長（ｋｍ）

0



（６）　市町村における林業の位置付け

　①　産業別総生産額 （単位：１００万円）

内訳

　②　製造業の事業所数、従業者数、現金給与総額

（令和元　　年現在）

（注）１．最近年の工業統計表の「市町村編」による。

　　　２．製造業には、林業が含まれない。

B+C/A  

総生産額（A） 81,613

236

-

21,060

59,677

-        ％

第３次産業 

-

第１次産業 

第２次産業 

うち林業（B)

うち木材・木製品製造業（C)

従業者数（人）

45

-

％

1,466

-

％B/A　

事業所数 現金給与総額（万円）

（注）都道府県別
産業別総生産額
は、内閣府「県民
経済計算年報」に
掲載されている。
これに準ずる方
法により算定され
る市町村別の数
値を記載する。

　　　３．木材、木製品製造業の定義は、「産業分類」（総務
　　　　　ものであり、製材業、合板製造業等が含まれる。

571,608

-

％

全 製 造 業 （ A ）

うち木材・木製品製造
業 （ B ）



（７）　林業関係の就業状況

（　　　　　　　　年　　月　　日現在）

-

-

-

-

-

（８）　林業機械等設置状況

総数 公有林 森林組合 会社 個人 その他

（注）１．林業機械等の種類は適宜追加する。

　　　２．単位は、林業機械等の種類により適宜定める。

上記でクレーン付きのもの

該当なし

伐倒、木揃用の自走式

索引式集材車両

自動木登り式

搬出、育林等にかかる土工用

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ,ﾎｲｰﾙｸﾚｰﾝ,ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙｸﾚｰﾝ

ジグザグ集材施設

無線操縦等による木寄機

リモコン操作による巻上げ搬器

林内作業車

主として索引式集材用

上記でクローラタイプのもの

主として地拵等の育林作業用

備　　　　　　　　　　　　　　考

懸垂式含む

巻立・玉切り自走式機械

枝払、玉切、集積用自走式

伐倒、枝払、玉切、集積用自走機

積載式集材車両

タワー付き集材機

携帯式刈払い機

伐木,造材用

搬出、育林等にかかる土工用

背負い式等の上記以外のもの

うち作業員数 備　　考

（名称：　　　　　　　　）

（名称：　　　　　　　　）

プロセッサ

スキッダ

フェラーバンチャ

〃

＜高性能機械＞

クレーン

クレーン付きトラック

動力枝打機

刈払い機

植穴掘機

ショベル系掘削機

チェンソー

トラクタショベル

計

動力枝打機

モノケーブル

リモコンウィンチ

自走式搬器

運材車

計

タワーヤーダ

フォワーダ

ハーベスタ

グラップルソー

クローラタイプトラクタ

フォークローダ

ホイールタイプトラクタ

合 計

育林用トラクタ

フォークリフト

苗畑用トラクタ

集材機

組合・事
業者数

区 分

就業者数

モノレール

森 林 組 合

生 産 森 林 組 合

素 材 生 産 業

森 林 管 理 署

製 材 業

区　　　　　　　　分

該当なし



（９）　林産物の生産概況
種類

乾 生 加工 青果
ｍ３ ｍ３ 千本 kg ｋｇ ｋｇ ｋｇ ｋｇ ｋｇ
0 0 0 0 18 0 0 84 0

- - - - - - - - -
（注）１．最近１年間の生産について記入する。
　　　２．その他の品目があれば、欄を設けて記入する。

(10)　その他必要なもの

生 産 量
生産額（百万円）

チップ素材
しいたけ たけのこ

木炭なめこ苗木


